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は じ め に
2011年２月15日, リビア第二の都市, 北東部ベンガジ (Benghazi) に
おいて勃発したムアンマル・カダフィ (Muammar Qadhafi) 独裁政権打倒
を訴える反政府デモは, 政権側と反政府派による武力衝突に至り, 多くの
都市を反政府派が勢力下に治めるまでに拡大した｡ だが, 戦闘機による空
爆や傭兵の投入など武力に勝るカダフィ政権側の激烈な反撃を受けて, ３
月に入ると反政府派の劣勢が目立ち始めた｡ カダフィ政権側は各都市を次々
に奪還し, 遂に反政府派勢力である国民評議会の拠点ベンガジを包囲する
事態となる｡
フランスのニコラ・サルコジ (Nicolas Sarkozy) 大統領はこうした情勢
を深刻に受け止め, 英国とレバノンと共同で安保理決議案を提出する｡ ３
月17日, 国連安全保障理事会はこの共同提案に基づき, リビア市民を保
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おわりに
護するために ｢必要なあらゆる措置｣ を取る権限, 即ち, 武力行使を容認
する国連安保理決議1973を賛成多数で採択した
(１)
｡
３月19日, 同安保理決議を受けて, フランスはベンガジ近郊に展開し
ていたカダフィ政権側部隊の軍事車両に対してラファール (Rafale) 戦闘
機による最初の空爆を実施した｡ フランス軍の空爆に続いて, 米英両国も
リビアの防空施設に向けて攻撃を加えるなど, 多国籍軍の軍事作戦が開始
された｡ サルコジは軍事介入にあたって, ｢我々は自国民を殺戮し, 正当
性を失った残忍かつ狂気じみた政権から市民を守る行動を取る｣ と述べる
など, リビアにおける軍事作戦が人道的なものであることを強調した
(２)
｡
2011年４月４日, リビアにおける介入と同時期に, 西アフリカのコー
トジボワールでは, フランス軍と国連平和維持軍である国連コートジボワー
ル活動 (UNOCI) が安保理決議1975に基づき, 実質的な首都機能を備え
る最大都市アビジャン (Abidjan) のローラン・バグボ (Laurent Gbagbo)
大統領派の軍事拠点と, ココディ (Cocody) にある同大統領の邸宅を空
爆した｡
2011年３月30日に全会一致で採択された安保理決議1975は, フランス
とナイジェリアの共同提案に基づくもので, コートジボワールにおける事
態を, ｢国際の平和と安全に対する脅威｣ であると位置づけ, 国連憲章第
７章に則り, ｢市民保護｣ のために ｢必要なあらゆる手段を講じる｣ こと
を要請した｡ サルコジは共同提案をした際, ｢アビジャンで重火器が使用
されているのは, スキャンダラスである｣ として, 人道的な観点から国際
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(１) 決議では10ヵ国 (フランス, 米国, 英国, ガボン, コロンビア, ナイ
ジェリア, ボスニア・ヘルツェゴビナ, ポルトガル, 南アフリカ, レバノ
ン) が賛成に回り, ５ヵ国 (ロシア, 中国, インド, ドイツ, ブラジル)
が棄権した｡
(２) Reuters, March 19, 2011. (2011年12月16日アクセス)
社会が関与する必要性を主張していた
(３)
｡
コートジボワール介入によって, サルコジのフランスは前政権以来関与
していたアフガニスタンを含めて, 三カ国で同時に軍事作戦を展開するこ
とになった｡ こうした事態は, 第５共和政下のフランスにおいて初めての
ことであり
(４)
, 安全保障の専門家であるフランソワ・イズブール (
Heisbourg) は, ｢これは全く新しいことである｡ 理由は異なるが, 三つの
戦争を同時に展開している｡ 私の記憶ではこのようなことはかつてなかっ
た｣ とこれら一連の軍事展開が ｢例外的｣ であったことを指摘している
(３)
｡
当時, アフガニスタンにおけるフランス軍 (約4000人) の駐留が長期
におよんでいることについて, フランスの国内世論は否定的であった
(６)
｡ こ
の点に関して, 欧州外交評議会のダニエル・コースキー (Daniel Korski)
は, ｢アフガニスタンは長い間, フランスのための戦争ではないと感じて
いた｣ として, アフガニスタンにおける軍事活動は ｢主に同盟における義
務を果たす｣ ための動きであったと論じている｡ だが, アフガニスタンに
おける軍事作戦に参画しつつ, サルコジはさらに二つの軍事作戦を自ら主
導した｡ 国内に ｢厭戦気分｣ が漂う中, 敢えて軍事介入を遂行した一連の
動きには, フランスの重要な利害が絡んでいることが推測される｡
本稿では, 上記の三つの戦争の中で, リビアとコートジボワールにおけ
る軍事介入をサルコジが主導した理由について考察する｡ 考察の際には,
一般に認められた人道的な側面を踏まえつつも, それ以外の理由に焦点を
当てて検討する｡ そうした介入を巡る動機, 延いては密接に関わる国益を
含めた包括的な分析をすることで, 今日のフランス外交における特質につ
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(３) Alert Net, March 25, 2011. (2012年７月23日アクセス)
(４) Guardian, April 6, 2011. (2011年４月７日アクセス)
(５) The New York Times, April 5, 2011. (2012年７月21日アクセス)
(６) National Public Radio, April 9, 2011. (2012年11月２日アクセス)
いて論じたい｡
また, 本稿が注目するフランスが主導したリビアとコートジボワール介
入は, いずれも ｢保護する責任
(７)
｣ の論理を掲げた軍事作戦であり, かつ
｢必要なあらゆる措置｣ を講じる権限の延長線上に, ｢レジーム・チェンジ｣
が図られたという共通点があった｡ ｢レジーム・チェンジ｣ は介入側の如
何なる意図に基づき遂行されたのか, これら問題関心について軍事介入過
程に焦点を当てることで検討したい｡
第１章では, リビアにおける軍事介入について論じる｡ 考察の際には,
最終的に ｢保護する責任｣ という論理に基づき ｢レジーム・チェンジ｣ に
至った軍事作戦が, フランスや米国など介入側の如何なる認識によって遂
行されたのかという点に注目して検討する｡ 第２章では, コートジボワー
ルにおける軍事介入について分析する｡ 検討の際には, 前章と同様に ｢保
護する責任｣ に基づき ｢レジーム・チェンジ｣ が実現した介入過程につい
て, 中心的な役割を担ったフランスや国連などの動きに焦点を当てて考察
する｡ 第３章では, 二つの軍事介入をサルコジが主導した理由について,
一般に認められる人道的な側面を踏まえつつ, 包括的に考察する｡ そして,
それらの分析を踏まえて, 今日のフランス外交の特徴について検討したい｡
１ リビアにおける軍事介入
(1) ｢保護する責任｣ と介入過程
2011年２月15日にベンガジで勃発した反政府デモは, 瞬く間に他の都
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(７) ｢保護する責任｣ とは, ｢国家主権は人々を保護する責任を伴い, 国家
がその責任を果たせない時には, 国際社会がその責任を代わって果たさな
ければならない, そして, 国際社会の保護する責任は不干渉原則に優先す
る｣ という考え方である｡ 川西晶大 ｢保護する責任とは何か｣ 『レファレ
ンス』 2007年３月号｡
市へも拡大した｡ こうした民衆の動きは, 中東地域における民主化運動,
いわゆる ｢アラブの春｣ と軌を一にするものであった｡ だが, カダフィ政
権はこれを容赦なく弾圧し, これに対抗した反体制派との間で武力衝突に
至ったことで, 多数の死傷者が生じた｡
３月に入るとカダフィ政権側は一部軍の造反を伴いながらも, 戦闘機に
よる空爆や傭兵を展開させることによって徐々に反政府派を後退させ, 部
隊はベンガジへと迫った｡ こうして, リビア国内の緊張が高まる中, ３月
17日, 国連安全保障理事会は武力行使を容認する決議1973を採択した｡
これにより, リビア市民の保護を目的とした多国籍軍の軍事作戦が開始さ
れる｡ この間, 安保理決議の採択を主導したフランスは, ３月10日に他
国に先駆けて国民評議会をリビアにおける正統な政府として承認した
(８)
｡
2011年３月19日, サルコジは, リビア問題を協議するためにパリに集
まった EU (欧州連合) や, アラブ諸国の代表者との緊急首脳会議後に会
見を行い, ｢現在, 我々の戦闘機はベンガジで空爆を阻止する行動を取っ
ている｣ と述べ, 軍事作戦を開始したことを明らかにすると共に, ｢我々
は安保理決議に基づき, 我々のパートナー, 特にアラブ諸国のパートナー
と共に軍事介入する｡ 我々は自国民を殺戮し, 正当性を失った残忍かつ狂
気じみた政権から市民を守る行動を取る｣ とその目的を掲げた
(９)
｡
３月20日, 前日に軍事介入した多国籍軍は, カダフィ大佐の邸宅周辺
施設に対して, 巡航ミサイルによる攻撃を行った｡ この攻撃はカダフィを
直接的に排除する動きと見なすこともできたが, アメリカのウィリアム・
ゴートニー (William Gortney) 中将は, ｢彼 (カダフィ大佐) が標的リス
トに載っていないと保証する｣ と述べ, 大佐を狙ったものではないことを
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(８) 米国が国民評議会を正統な政府と認めるのは2011年７月15日, 英国は
７月27日であった｡
(９) Reuters, March 19, 2011. (2011年12月16日アクセス)
強調した
(10)
｡
国連の潘基文 (Ban Ki-moon) 事務総長は, ３月21日付の 『朝日新聞』
のインタビューの中で, カダフィは多数の市民を殺害し, ｢正統性｣ を失っ
ていることから ｢国際社会が市民を保護する責任を実践している｣ として,
今回の軍事介入が ｢不当な内政干渉｣ には当たらないと語った
(11)
｡ そして,
介入の目的は ｢カダフィ政権の打倒｣ ではなく, ｢市民の保護｣ であるこ
とを強調した上で, ｢リビアが [保護する責任の] 初めての実践例で非常
に意義がある｣ と述べ, 今回の軍事作戦を評価した｡
３月21日, アメリカのバラク・オバマ (Barack Obama) 大統領は, チ
リのセバスティアン・ピニェラ (	
) 大統領との会談後の
記者会見で, ｢我々は, 国連安全保障理事会の決議に忠実に行動するつも
りだ｣ と述べ, ｢保護する責任｣ の範囲内でアメリカは軍事作戦に関与す
る意向を示した
(12)
｡ ３月24日, サルコジは EU首脳会議後に会見を行い,
｢すべてのアラブの統治者たちは, 我々が平和的な抗議者の側に立ってお
り, 彼らが暴力によって弾圧されるべきではないという点において, 国際
社会と欧州の意志が一致していることを理解する必要がある｣ と述べ,
｢アラブの春｣ における民衆運動に対して, 武力弾圧するアラブ諸国の統
治者を牽制した
(13)
｡ そして, ｢抗議する人々を銃で撃つことを認めることは
できない｡ これがフランスの立場であり, いかなる国に対してであろうと
この立場は変化しない｣ とフランスの姿勢を国際社会にアピールした｡
３月28日, サルコジは, イギリスのデービット・キャメロン (David
Cameron) 首相とリビア問題に関する共同声明を出した
(14)
｡ 両国首脳はその
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(10) 『朝日新聞』 2011年３月22日｡
(11) 『朝日新聞』 2011年３月21日｡
(12) 『朝日新聞』 2011年３月22日｡
(13) Euobserver, March 25, 2011. (2012年11月23日アクセス)
中で, ｢安保理決議1973の目的である, 攻撃の脅威から市民の安全が保障
された時にのみ, 軍事作戦は終了することになる｣ と述べた上で, ｢我々
は, リビアを軍事的に占領するつもりは全くない｣ として, 今回の作戦が
｢保護する責任｣ という目的に則したものであることを強調した｡
以上のように, 軍事作戦の初期段階において介入側は, 第一義的に ｢保
護する責任｣ に基づく行動であることを強く主張していた｡ ただその一方
で, フランスは早い段階で反政府派である ｢国民評議会｣ を正統な政府と
して承認するなど, ｢レジーム・チェンジ｣ を想定した動きも認められた｡
こうしたフランスなどに見られる ｢保護する責任｣ を掲げつつ, ｢レジー
ム・チェンジ｣ を実質的に目指すといった介入側の姿勢はその後も継続す
ることになる｡
(2) 軍事作戦の展開
これまで同盟の軍事作戦で中心的な役割を担ってきた米国は, アフガニ
スタンやイラクでの戦闘が続く中, 当初イスラム地域における新たな戦争
へ関与することを躊躇していた｡ またアメリカ国内での反対も大きなもの
があった｡ だが, 仏英両国のアプローチやアラブ連盟の支持を得たことも
あり, 米国は参戦の決断をする｡ そして, ドイツのシュトゥットガルトを
拠点とする米アフリカ軍司令部のカーター・ハム (Carter Ham) 司令官
の指揮を通じて, リビアの防空施設を破壊するなど多国籍軍の軍事作戦を
統率した｡
ワシントンはこの間, 同盟国に対して指揮権の移譲を強く要請し, ３月
31日には多国籍軍の指揮権が米軍から NATOに移された｡ NATOの指揮
による多国籍軍の軍事作戦は, ｢ユニファイド・プロテクター作戦｣ と称
論
説
法と政治 64巻 1号 (2013年 4月) 49(242)
(14) http://www.diplomatie.gouv.fr/en/country-files/libya/events-7697/events-
6776/article/joint-statement-by-nicolas-sarkozy
されることになる｡ 移譲後は, ナポリ統連合軍司令部副司令官チャールズ・
ブシャール (Charles Bouchard) 空軍中将 (カナダ) が戦闘を指揮し, 全
体の指揮命令統制は, SHAPE (NATO欧州連合軍最高司令部) のジェー
ムズ・スタブリディス ( James Stavridis) 司令官 (米国) が担うことになっ
た｡ これ以後, 米軍は前面から退き, 後方支援を主な任務とすることにな
る
(15)
｡
だが, 米国が後方支援に回ったことや, 多くの NATO加盟国が軍事作
戦に参加していなかったこと, さらにはリビアの反体制派部隊が十分な訓
練を受けておらず, その軍事力が脆弱であったことなどもあり, 戦況は徐々
に膠着状態に陥ることになる｡ 軍事作戦を主導する仏英両国は, 介入から
約３週間が経過した段階で, 他の同盟国の協力が不十分であるために,
NATOによる攻撃が小規模なものに留まり, そのペースが緩慢であるこ
とに苛立ちを募らせていた｡ ４月12日, フランスのアラン・ジュペ (Alain
) 外相は, 攻撃が ｢不十分である｣ ことから ｢NATOはその役割を
十分に果たさなくてはならない｣ と訴えた｡ 英国のウィリアム・ヘイグ
(William Hague) 外相も ｢我々は NATOの取り組みを強化しなくてはな
らない｣ として, 協力に消極的な同盟国の関与を求めた
(16)
｡
米国は指揮権を NATOに移譲した後, インテリジェンスや兵站, 空輸
などの任務を担いながらも, 空爆については限定的なものを除いて参加を
控える方針を取っていた｡ また, 仏英両国外相が不満を述べたように, 多
くの同盟国が軍事作戦に関与しておらず, この時点で空爆に参加していた
国は米国を除いて, 仏英両国とベルギー, カナダ, デンマーク, ノルウェー
の６カ国に留まっていた
(17)
｡ スペイン, オランダ, スウェーデンは飛行禁止
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(15) 『毎日新聞』 2011年４月11日｡ (2011年４月11日アクセス)
(16) Financial Times, April 13, 2011. (2011年４月13日アクセス)
(17) Le Parisien, Avril 14, 2011. (2011年４月13日アクセス)
区域の監視活動には加わっていたものの, 空爆作戦には参加していなかっ
た
(18)
｡
４月13日, カタールのドーハで, ｢コンタクト (連絡調整) グループ｣
による初めての会合が開催された｡ ｢コンタクトグループ｣ は, ３月29日
にロンドンで創設され, 国連など国際機関や軍事作戦を遂行する国以外に
も, EU, アラブ連盟, アフリカ連合に属する多くの国が参加していた｡
会議では, 膠着状態の打開に向けて議論が交わされ, 反体制派への武器許
与の必要性を巡って各国の意見が割れた
(19)
｡ 翌14日, ベルリンにおける
NATO外相会議では, 軍事作戦を継続しながらも, 局面打開のため ｢政
治的解決｣ の道を探る必要があるとの意見が出された｡ また会議の中で,
仏英両国から改めて空爆参加の要請が同盟国に対してなされたが, ここで
も新たに参加を表明する国はなかった｡
膠着状態の中, 仏米英三カ国首脳は, 2011年４月15日付の 『フィガロ』,
『タイムズ』, 『インターナショナル・ヘラルド・トリビューン』 紙に共同
で寄稿し, ｢カダフィが権力にある限り, NATOと関係国は軍事作戦を継
続する｣ と述べると共に, ｢自国民を虐殺するものが, 将来のリビアを担
うことができると考えることはできない｣ として, カダフィの退陣を要求
した｡
リビアにおける軍事作戦の当初, 仏米など介入側は ｢保護する責任｣ の
論理を強調すると共に, ｢カダフィの排除を追及してはいない｣ という姿
勢を取っていた
(20)
｡ だが, この三カ国首脳の寄稿は明確に ｢カダフィの退陣｣
即ち, ｢レジーム・チェンジ｣ を掲げたものであり, リビア介入の本質を
理解する上で重要な動きであると言える｡
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(18) 『毎日新聞』 2011年４月14日｡ (2011年４月15日アクセス)
(19) 『読売新聞』 2011年４月14日｡ (2011年４月15日アクセス)
(20) Telegraph, April 15, 2011. (2012年11月８日アクセス)
６月７日, NATOは, カダフィ大佐の居住施設周辺に開戦後, 攻撃ヘ
リによる最大規模の空爆を実施する｡ これはカダフィが政権に居座る限り
空爆を継続するという, NATOの強い意思を示すものであった｡ こうし
た独裁的統治者の居住施設に対する攻撃は, 介入側の ｢レジーム・チェン
ジ｣ への意向を明確に表していると言える｡
６月８日, ブリュッセルで NATO国防相会議が開催され, カダフィ政
権が瓦解するまで, 同盟の軍事作戦を継続することが確認される｡ NATO
事務総長アナス・フォー・ラスムセン (Anders Fogh Rasmussen) は, 一
部の国が過剰に責任を負っていることを問題として挙げ, 加盟国のより一
層の貢献を求めた
(21)
｡ ６月の時点でも, NATO 28カ国中, 空爆に参加して
いたのはフランス, 英国, 米国, カナダ, イタリア, デンマーク, ベルギー,
ノルウェーの８カ国のみであった｡ ドイツは依然として軍事作戦に参加す
る意思のないことを示し, 偵察飛行を実施しているスペインも空爆作戦に
は加わらないことを表明した｡
６月末に退任が決定している米国のロバート・ゲーツ国防長官は同月10
日, 国防相会議出席のために訪れていたブリュッセルで演説を行い, ｢欧
州の死活的な国益に影響する近隣の軍事作戦である｣ にも関わらず, 多く
の欧州諸国が米国に依存し, 必要なコストを支払っていないとして, 軍事
および財政的貢献が不十分な同盟国を批判した｡ そして, わずか11週間
の軍事作戦でいくつかの国が参加を継続することが困難になっている点を
問題視した上で, インテリジェンス, 監視, 偵察 (Intelligence, Surveil-
lance and Reconnaissance) 分野の能力を向上させる必要性を唱えた
(22)
｡ さ
らに, 欧州諸国による十分な貢献がない状態が続けば, ｢米国の議会や国
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(21) Le Figaro, Juin 8, 2011. (2011年６月９日アクセス)
(22) http://www.defense.gov/speeches/speech.aspx?speechid＝1581 (2011年
12月22日アクセス)
民は同盟に対する関心をなくすであろう｣ と警告した｡ ゲーツ演説は, 欧
州諸国が依然として, 米国に強く依存している現状を批判するものであっ
た｡
ゲーツ演説を受けて, ６月24日, サルコジはブリュッセルの EU首脳会
議後の会見で, ｢ゲーツの見解は著しく適切性に欠けている｡ さらに言え
ば全くの誤りである｣ と強い口調で批判した｡ そして, ｢リビアにおいて
仏英両国が同盟国と共に主要な役割を担っている｣, ｢私は米国がリビアに
おける作戦の大部分を担っているという印象を持っていない｣ として, 対
米依存という論理に基づく見解に反論した
(23)
｡
ゲーツ演説における批判の対象は基本的に, 軍事的貢献に消極的な仏英
以外の欧州諸国に対するものであった｡ しかし, 演説の論旨は, これまで
多くの米国の政治家や研究者から述べられてきた ｢欧州の対米依存｣ とい
う論理に基づくものとなっていた｡ サルコジ自身, 欧州諸国による貢献の
不十分性を認めてはいた｡ だが, 仏英両国が軍事作戦を主導している最中
であるにもかかわらず, 従来と同じような ｢欧州の対米依存｣ という論理
で批判がなされたことに反発を示したのである｡
後述する演説に見られるように, サルコジはリビアにおける軍事介入を
欧州が主導する意義を強く認識していた｡ 2009年４月に NATO統合軍事
機構に復帰するなど, サルコジは同盟において, フランスを中心とする欧
州が主要な役割を担う ｢NATOの欧州化｣ と ESDP (CSDP) を相互補完
的に強化していくことで, 欧州の安全保障防衛体制を実体的なものにする
との構想を抱いていた｡ それゆえ, 同盟の軍事作戦において欧州主導とい
う成果を示すことは, 自らの構想を具現化する上で極めて重要であったの
である｡
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(23) Reuters, June 24, 2011. (2011年12月19日アクセス)
さて, 膠着した戦況は, フランスなど関係国からの援助や NATOによ
る空爆を通じて徐々に反体制派が優勢となり, ８月に入るとそうした状況
はさらに顕在化していった｡ 2011年８月21日, 反体制派部隊はトリポリ
で大規模な軍事作戦を展開し, カダフィ政権側との戦闘を経て, 遂に首都
を制圧する｡
10月20日, NATOは中部の都市シルトにおいて, カダフィ大佐や側近
たちが搭乗した車列を空爆した｡ 空爆の結果, カダフィは反体制派部隊に
捉えられ, 拘束の過程で死亡する｡ シルトは大佐の出身地であった｡ こう
して, リビアにおける長期独裁政権は完全に終焉した｡ 10月21日, サル
コジはカダフィの死を受けて演説を行い, リビア国内の和解と団結の必要
性を訴えた｡ そして, ｢彼が何をしたにせよ, 一人の男の死に対して歓喜
するべきではない｣ と述べると共に, ｢リビアにおける NATOの軍事作戦
は最終的な段階を迎えた｣ と語った
(24)
｡
10月31日, ラスムセン NATO事務総長がリビアを訪問し, ７ヵ月に及
んだ NATOの作戦を終了することを宣言する｡ 国民評議会は同年末まで
軍事作戦を継続することを求めたが, 欧州における財政危機などもあり,
NATO加盟国は早期終了を望んでいた
(25)
｡ 最終的に, NATOは航空機の出
撃を約２万6000回実施し, 攻撃目標を約9600回爆撃した
(26)
｡
以上に見てきたように, リビア介入における NATOの基本的な姿勢は
｢保護する責任｣ を軍事的に担いつつ, カダフィ政権の ｢崩壊｣ を待つと
いうものであった｡ 軍事介入の過程では ｢保護する責任｣ の論理が強調さ
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(24) Le Monde, Octobre 21, 2011. (2011年11月24日アクセス)｡ カダフィ政
権の崩壊を概観した研究としては, 福富満久 ｢カダフィ政権崩壊と未来―
民主化というグローバリゼーションの中で｣ 水谷周 (編) 『アラブ民衆革
命を考える』 国書刊行会, 2011年を参照｡
(25) Le Pont, Octobre 28, 2011. (2011年11月21日アクセス)
(26) http : //www.nato.int / cps /en /natolive /news_80435.htm
れる一方で, 介入側からは, ｢レジーム・チェンジ｣ を求める発言や動き
が時に顕在化した｡ 本章で検討したように, 軍事作戦を主導したフランス
は反政府勢力 ｢国民評議会｣ を早期に承認し, カダフィ政権と断交するな
ど当初から ｢レジーム・チェンジ｣ を念頭においていたことが, その一連
の動きから認められる｡ また NATOによる独裁的統治者の邸宅に対する
空爆などは, ｢レジーム・チェンジ｣ への意向を象徴する試みであった｡
このように ｢保護する責任｣ が掲げられたリビアにおける軍事作戦は第一
義的にはそうした ｢人権｣ 概念が掲げられつつも, 比較的早い段階から
｢レジーム・チェンジ｣ が強く意識されたオペレーションであったと言え
るであろう｡
２ コートジボワールにおける軍事介入
(1) 選挙後の混乱と介入過程
2010年11月28日, コートジボワール大統領選挙における決選投票の結
果, 選挙管理委員会はアラサン・ワタラ (Alassane Ouattara) が得票率54
パーセントで, 45パーセントのバグボに勝利したと発表した｡ しかし,
現職大統領の影響を受けた選挙結果を承認する憲法評議会がバグボの当選
を認定したことで, 決選投票で戦った二人が共に大統領就任を主張すると
いう異例の事態に陥った｡ こうした事態を受けて, 米国やフランス, 国連
やアフリカ連合など多くの国や国際機関が, ワタラを正当な大統領と認め
たものの, バグボはこうした国際社会の声を無視し, 引き続き政権に留ま
る姿勢を見せた｡
2010年12月16日, 退陣を拒否するバグボ政権側が, これに反対するワ
タラ派のデモ隊に発砲し, 少なくとも11人が死亡するという事件が起こっ
た
(27)
｡ 政権に執着するバグボ側の強硬な姿勢が顕在化していく中, サルコジ
は翌17日の EU首脳会議後に会見を行い, ｢バクボと彼の妻の運命は彼ら
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の手の中にある｡ コートジボワールの人民の意志に反して, 不法に占有し
ている大統領の地位を移譲しない場合, 彼らは処罰の対象となる｣ として,
選挙結果に即した ｢レジーム・チェンジ｣ がなされる必要性を強調した
(28)
｡
しかし, この時点でサルコジは軍事介入を行うことについて, 必ずしも
積極的ではなかった｡ 上記会見の数週間後の翌2011年１月４日, サルコ
ジは ｢フランス軍が, コートジボワールの内政に関与する理由はない｣ と
明言していた
(29)
｡ だが, その後もバグボ側は強硬な姿勢を緩めず, ３月に入っ
てもワタラ支持派に対する武力弾圧は続いた｡ この間, 12月以降, ３月
初旬の時点で1000人以上の市民が犠牲になっていた
(30)
｡
バクボ側の激しい武力弾圧を受けて, ワタラ派のスポークスマンである
アンヌ・ウロト (Anne Ouloto) は, ｢人々が危険にさらされている情勢に
おいて, 国連の迅速な行動を望む｣ と述べ, ｢リビアでは国際社会が結集
したにもかかわらず, コートジボワールに対しては断固とした決断がなさ
れていないことを我々は理解できない｡ 迅速な行動がなされなければなら
ない｡ これは生死に関わる問題なのだ｣ として, 国際社会の早期対応を強
く求めた
(31)
｡
３月中旬になると, ここまで劣勢であったワタラ支持派も部隊の組織化
を進め, バグボ側に対する武力攻撃を開始した
(32)
｡ 2011年３月30日, 緊迫
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(27) Bellamy, Alex and Williams, Paul, “The new Politics of Protection? 
d’Ivoire, Libya and the Responsibility to Protect,” International Affairs, Vol.
87, No. 4, 2011, p. 832.
(28) 	
17, 2010. (2012年７月18日アクセス)
(29) The Daily Star, January 5, 2011. (2012年７月23日アクセス)
(30) Guardian, March 9, 2011. (2012年８月４日アクセス)
(31) Radio France Internationale (english), March 21, 2011. (2012年７月17
日アクセス)
(32) 佐藤章 ｢コートジボワールの選挙後紛争とワタラ新政権の課題｣ 『ア
ジ研ワールド・トレンド』 193号, 2011年, 40頁｡
の度合いが深まる中, 国連安全保障理事会は決議1975を採択する｡ ｢はじ
めに｣ で述べたように, 同決議はフランスとナイジェリアの共同提案に基
づくもので, コートジボワールの情勢を ｢国際の平和と安全に対する脅威｣
であるとして, ｢市民保護｣ のために ｢必要なあらゆる手段を講じる｣ こ
とを要請した｡
３月31日, フランス軍は, コートジボワールに在留する ｢自国民の保
護｣ を理由にアビジャン市内における軍事活動を開始した｡ コートジボワー
ルには, 歴史的な経緯や2002年の内戦などもあり, すでに約950人のフラ
ンス軍兵士が駐留していたが, 今回の紛争を受けてその兵員は約1600人
に増加していた
(33)
｡
４月２日, 平和維持活動の任務に従事していた UNOCIの装甲車が, バ
グボ派部隊によるロケット弾攻撃を受けて, UNOCI隊員が重傷を負う事
件が起こった｡ この事件を契機として, 事態は急速に展開することになる｡
翌３日, 潘基文国連事務総長はサルコジ大統領宛に, ｢バグボ派による重
火器を使用した市民への攻撃が継続している｣ ことを理由に, そうした武
力弾圧を防ぐため ｢フランス軍の支援を望む｣ との文書を送付した
(34)
｡
国連事務総長の支援要請に対してサルコジは, ｢私はあなたの要請を受
け入れる｡ 私はフランス軍に正式に UNOCIと行動を共にするよう指令を
出した｡ (中略) 私もあなたと同様に, コートジボワールにおいて脅かさ
れている市民の保護が急を要するものであると理解している｡ 政治的な努
力と並行して, 国際社会は一致して現在の危機の終結を目指すべきである
(35)
｣
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(33) Le Figaro, Avril 8, 2011. (2011年４月８日アクセス)
(34) Security Council Report, Update Report : d’Ivoire, April 20, 2011, pp
12.
(35) Nicolas Sarkozy (Letter to Ban Ki-moon, April 4, 2011),
http : //www.diplomatie.gouv.fr / en / country-files / cote-d-ivoire / france-and-
cote-d-ivoire/events-6122/article/ letter-from-nicolas-sarkozy (2012年７月23
と返答した｡
軍事的に見て, 主にアフリカ諸国の兵士によって構成されている
UNOCIは必ずしも十分な防衛装備を保持しておらず, 高度な兵力を保持
するフランス軍の関与は紛争の早期決着に不可欠であった
(36)
｡ こうして, フ
ランス軍の関与をもって, コートジボワールにおける軍事紛争は終結に向
かって動き出すことになる｡
(2) 軍事作戦の展開
2011年４月４日, 国連安全保障理事会の要請に基づき, フランス軍の
ヘリコプターが UNOCIと共にアビジャンのバグボ派軍事拠点, およびバ
グボの邸宅を空爆した｡ 潘基文事務総長は安全保障理事会に対して, ｢バ
グボ側部隊が市民に対して重火器による激しい武力弾圧を行っていること｣
や, ｢市民保護を目的とする任務を遂行している国連の平和維持部隊も攻
撃を受けたこと｣ を挙げて, ｢アビジャンの治安悪化が極めて深刻な状況
にある｣ との現状報告を行った｡ そして, 安保理決議1975に基づき
UNOCIに対して ｢フランス軍と協力して, [コートジボワール] 国民への
重火器による攻撃を防ぐために必要な手段を取る｣ ように指示を出したこ
と, そして, それを踏まえて ｢国連とフランス軍が共同でバグボ派部隊を
攻撃したこと｣ を明らかにした
(37)
｡
同日, フランス大統領府も ｢軍事作戦を開始した｣ との声明を発表した
(38)
｡
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(36) The Australian, April 7, 2011. (2012年７月21日アクセス)
(37) BAN Ki-moon (addressed to the President of the Security Council, April
5, 2011),
http : //www.securitycouncilreport.org / atf / cf /％7B65BFCF9B-6D27-4E9C-
8CD3-CF6E4FF96FF9％7D/Cote d’Ivoire s 2011 221.pdf (2012年７月20日
アクセス)
翌５日, フランソワ・フィヨン (Fillon) 首相はフランス国民議
会において, ｢今日, フランスはコートジボワールにおける民主主義とそ
の防衛に参画していることを誇りに思う｣ と述べ, 今回の軍事介入が正当
であることを訴えた
(39)
｡
この間, アメリカ政府もバグボに対する批判を強めており, ４月３日に
はヒラリー・クリントン (Hillary Clinton) 国務長官が, ｢バグボはコート
ジボワールを無法地域にしようとしている｣ と述べ, 早期退陣を促してい
た
(40)
｡ ４月５日, オバマ大統領もコートジボワールに関する公式の声明を発
表し, ｢私は国連平和維持軍による市民保護を目的としたミッションを強
く支持すると共に, フランス軍による支援を歓迎する｣ として, フランス
と国連による共同の軍事作戦を評価した
(41)
｡
他方, バグボは2002年の内戦以来, 反仏姿勢を鮮明にしており, フラ
ンス軍に対して ｢占領軍｣ と述べるなど, 激しい非難を繰り返した｡ ワタ
ラに対しても, 国際通貨基金 (IMF) の理事など要職を務めたその経歴か
ら ｢西欧寄りの人間｣ であるとレッテルを貼ることで, 自らが外国からの
介入に対する ｢防衛者｣ であると吹聴していた
(42)
｡ バグボ派の管理下にある
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(38) 『産経新聞』 2011年４月５日｡
(39) The Associated Press, April 5, 2011. (2011年４月６日アクセス)
(40) Cable News Netwark, April 3, 2011. (2012年７月27日アクセス)
(41) Barack Obama (Official Statements, April 5, 2011),
http://georgia.usembassy.gov/latest-news/official-statements-2011/president_
on_cte_divoire.html
(42) Reuters, April 4, 2011. (2011年４月５日アクセス)｡ バグボは, ワタラ
が以前コートジボワールの首相を務めていた際の主要な役割が, ｢フラン
スの権益を促進することであった｣ と批判していた｡ 1990年にフランスの
ヌイイ (Neuilly) 市で, 当時市長であったサルコジがワタラの結婚式の
証人を務めたこともあり, 両者は密接な関係にあると見られていた｡
France 24, Avril 13, 2011. (2012年10月31日アクセス)｡ この点に関連して,
国営テレビ局も市民に対して, ｢フランスの占領｣ に抵抗するよう喧伝し
ていた｡
フランス軍などの支援により攻勢を強めていたワタラ派はこの間, バグ
ボに対して投降交渉を行ったものの拒否されたことを受けて, ４月６日に
アビジャンにあるバグボの邸宅を攻撃した｡ バグボは邸宅の地下に潜伏し
ていると見られており, ワタラ派部隊は前大統領の拘束を目指したが, そ
の際バグボ側の激しい抵抗を受けることになる
(43)
｡
４月７日, ワタラ元首相は軍事衝突後初めて, 国民に向けてテレビ演説
を行い, ｢大統領の職務を引き受ける｣ ことを正式に宣言した｡ その中で,
｢国民の和解｣ の必要性を強調し, 軍の幹部に対して ｢安全と秩序の維持
を保証するため｣ に各々の配置につくことを要請すると共に, 国民に対し
てはそれぞれの経済活動に専念するなど, 日常に復帰することを求めた｡
そして, 大統領職を放棄しないバクボを厳しく非難し, 彼らが行った ｢虐
殺と犯罪｣ について国際機関と共同で調査を実施すると語った｡ 最後に,
自分がイスラム教やキリスト教, その他の信条を持つものに関わらず,
｢すべてのコートジボワール人｣ のための大統領となることを宣言した
(44)
｡
４月９日, フランス軍などの介入以降, 劣勢にあったバグボ派がワタラ
の滞在するホテル (Golf Hotel) に攻撃を仕掛けた｡ フランス軍と UNOCI
はこれに対する報復として, バグボ派の拠点をヘリコプターで再び空爆し
た｡ 一時的に態勢を立て直したかに見えたバグボ派部隊ではあったが, フ
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アフリカ問題の専門家であるジャン・フランソワ・バイヤール ( Jean-
Francois Bayart) は, ｢多くのアフリカ人にとって, フランス政府は大統
領を追放して, サルコジと IMFとアメリカの友人を大統領に据えたと見
なされる｣ と述べている｡ Reuters, April 12, 2011. (2012年11月５日アクセ
ス)
(43) 『毎日新聞』 2011年４月７日｡
(44) Le Monde, Avril 8, 2011. (2011年４月８日アクセス)
ランス軍や国連の支援を受けたワタラ派に対して軍事的な劣勢は明白であ
り, 大統領選挙以後, 約４ヵ月にわたり混乱していたコートジボワールの
情勢は収束に向かいつつあった｡
2011年４月10日, フランス軍と UNOCIは, バグボの邸宅や大統領府を
ヘリコプターで再び空爆した
(45)
｡ こうした独裁的統治者の邸宅に対する空爆
という軍事作戦は, 同じく ｢レジーム・チェンジ｣ を目指した, リビア介
入と類似する動きであった
(46)
｡
2011年４月11日, ワタラ派部隊が, フランス軍と UNOCIの支援下にバ
クボが籠城する邸宅に突入し, バグボ派との交戦を経て, 地下壕に潜伏し
ていた大統領を拘束した｡ その際, バグボを護衛していた約200人も同じ
く投降する｡ 当初フランス軍がバクボの身柄確保をしたと報じられたが,
フィヨン首相は, ｢ただ一人のフランス兵も, [バグボの] 邸宅に足を踏み
入れていない｣ と述べ, こうした情報を否定した
(47)
｡
だが, これら公式発表とは異なり, ｢フランス軍と国連軍がバグボを拘
束し, それをワタラ側に引き渡した｣ という情報が多く出された｡ 例えば,
『リベラシオン』 紙は, フランス軍幹部の話として, フランスの武装ヘリ
コプターや戦車30両, フランス軍兵士約200から250人がバグボの邸宅に
集結したとする突入時の状況を解説した上で, 前大統領の拘束について,
｢もちろん, フランスがすべてを行った｣ といったバグボ前大統領側近の
証言を掲載している
(48)
｡
パリ政府が, バグボ拘束に関して, フランス軍が前面に立っているよう
に捉えられることに慎重であった理由の一つとして, 旧宗主国による実質
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(45) 『産経新聞』 2011年４月11日｡
(46) Workers World, April 4, 2011. (2012年11月８日アクセス)
(47) Le Figaro, Avril 13, 2011. (2011年４月13日アクセス)
(48) 	
April 12, 2011. (2012年８月18日アクセス)
的な支配の継続という, いわゆる ｢新植民地主義 (neo-colonialism)｣ と
の批判を避けたいという意向があった｡ その他にも, 外国軍の過剰な介入
によってワタラ新政権の ｢正統性｣ に否定的な影響を与える可能性や, バ
グボ派によるコートジボワールに在留するフランス国民への報復を恐れた,
という理由もあった｡ ただ, 軍事紛争の初期段階における劣勢から見て,
ワタラ派部隊のみではバグボを拘束することは困難であり, 少なくともこ
こに至るまでの過程でフランス軍が決定的な役割を果たしたことは間違い
ないだろう｡
バグボの拘束を受けて, フィヨン仏首相は ｢民主主義の勝利｣ と語り,
与党 UMP幹部のジャン＝フランソワ・コペ (	

) は, ｢フ
ランスにとって偉大な日である｣ と述べて, フランスが果たした役割を誇っ
た
(49)
｡ アメリカのオバマ大統領は, ｢不法な権力への要求はようやく終わり
を告げた｣ として, フランス軍と国連の平和維持部隊を称賛した｡ フラン
ス軍の協力を要請した潘事務総長も, ｢二度と起こってはならない事態が
終わりを告げた｣ と安堵の意を示した
(50)
｡
４月11日の夕方, ワタラ元首相は声明を発表し, ｢あらゆる報復的行為
を自制する｣ ことを促すと共に, コートジボワールが ｢希望に満ちた新し
い時代の夜明けを迎えた｣ と語った｡ そして, バグボとその夫人および側
近について, 法に基づき厳正に対処するとの意向を示した
(51)
｡ 拘束されたバ
グボは, 自らの支持勢力に対して ｢戦闘終結｣ を呼び掛け, ワタラの大統
領就任を認めた｡ 翌12日には, バグボ派の軍参謀総長がワタラを訪れて,
新大統領に対する忠誠を誓った｡
４月13日, サルコジ大統領は閣議において, ｢コートジボワールの平和
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(49) Reuters, April 12, 2011. (2012年11月５日アクセス)
(50) The New York Times, April 11, 2011. (2012年７月24日アクセス)
(51) Le Figaro, Avril 12, 2011. (2011年４月12日アクセス)
と民主主義に対する義務を果たした｣ として, フランス軍の担った役割を
評価した
(52)
｡ こうして, 推定3000人もの死者が出たとされるコートジボワー
ルの軍事紛争は終結した
(53)
｡
以上, コートジボワールにおける軍事介入は, リビアと同様に安保理決
議に基づき ｢保護する責任｣ の論理を掲げて遂行された｡ 国際社会に広く
認知された大統領選の結果を踏まえていたこともあり, 介入の当初から
｢レジーム・チェンジ｣ が明確に想定された軍事オペレーションとなった｡
その結果, リビア介入と比べても, ｢保護する責任｣ に基づき ｢必要なあ
らゆる措置｣ を取る権限の延長線上に ｢レジーム・チェンジ｣ を実現する
という一連の展開が, 国際的に受け入れられやすいケースであったと言え
るだろう｡
３ 二つの軍事介入とその意義
(1) リビア介入の理由
本節では, 二つの介入過程の分析を踏まえて, サルコジがリビア介入を
主導した理由について検討したい｡
先行研究を見ていくと, まず, 一般に広く認められている人道的な理由
が挙げられる｡ 欧州外交評議会のコースキーは, ｢サルコジはバラデュー
ル政権の大臣を務めており, その際, ボスニアとルワンダに対する働き掛
けが挫折したことを目撃している｡ 彼は失敗したことを恥じているのであ
る｣ として, 過去に市民の虐殺を防ぐことができなかった禍根が動機となっ
たと説明している
(54)
｡ 2007年のサルコジ政権発足時に外相を務めたベルナー
ル・クシュネール (Bernard Kouchner) も, ｢保護する責任｣ の観点から
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(52) Le Point, Avril 13, 2011. (2012年７月24日アクセス)
(53) 『毎日新聞』 2011年５月８日｡
(54) Guardian, April 6, 2011. (2011年４月７日アクセス)
サルコジの決断を支持している
(55)
｡
第二に, フランス大統領選挙 (2012年春) を念頭においた動きであっ
た点が挙げられる｡ 大統領選挙まで約一年となっていたこの時期, サルコ
ジの支持率は大きく低下していた｡ そのため, 多くの政治家や研究者が今
回の軍事介入について, 大統領選挙を見越した政権の求心力を高めるため
の働き掛けであると捉えていた｡ 『ガーディアン』 紙は, ｢リビア危機は,
選挙における屈辱からサルコジを救うかもしれない｣ との表題の記事の中
で, 軍事介入と大統領選挙を関連づけて論じている
(56)
｡ こうした見方に関連
して, 社会党のディディエ・マサス (Didier Mathus) は, ｢可能であれば,
サルコジは毎週, 戦争開始を宣言するだろう｣ と揶揄している
(57)
｡
第三に, チュニジアやエジプトの政変に対する反省を踏まえていたこと
である｡ 仏戦略研究財団のブルーノ・テルトレ (Bruno Tertrais) は, ｢大
規模な民衆の蜂起があったにも関わらず, 独裁政権を支援したというチュ
ニジアにおけるフランス・デモクラシーの挫折を埋め合わせようとしたの
だろう｣ と分析している
(58)
｡ ハーバード大学のアーサー・ゴールドハマー
(Arthur Goldhammer) も軍事介入を巡って, サルコジ政権はチュニジア
への対応が不適切であったことを踏まえていたと指摘するなど
(59)
, 多くの論
者が同様の見解を示している
(60)
｡
さて, こうした先行研究を踏まえて, 本稿が注目するのが欧州安全保障
防衛体制の強化というサルコジの目的である｡ リビアに介入する以前の
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(55) New York Times, April 5, 2011. (2011年12月19日アクセス)
(56) Guardian, Marth 20, 2011. (2012年８月29日アクセス)
(57) New York Times, April 5, 2011. (2011年12月19日アクセス)
(58) Ibid..
(59) Foreign Policy, March 22, 2011. (2012年８月25日アクセス)
(60) Charles A. Kupchan, “Libya’s Strains on NATO,” Council on Foreign
Relations, April 4, 2011. (2011年４月５日アクセス)
2009年４月, サルコジは NATO統合軍事機構への復帰を果たし, NATO
に ｢接近｣ する政策を採ったが, その際, 優先されるべきものとして欧州
安全保障防衛政策 (ESDP)
(61)
を挙げており, 従来対立的な観点から論じら
れることの多かった ESDP と NATO について, 競合するものではなく
｢相互補完的｣ な関係にあるとの認識を示していた
(62)
｡
統合軍事機構復帰直前の2009年３月11日の陸軍士官学校における演説
では, ｢必要な時には欧州独自に行動する能力を持たなくてはならず, そ
のためには欧州の軍事力を強化しなければならない｡ 米国は脆弱な同盟国
は役に立たないことを完全に理解している｣ と ESDPを強化することの
必要性を主張した上で, ｢欧州は同盟において大きな力を持たなくならな
い｡ NATOは米国が支配的な地位を占めていると言われている｡ だが,
フランスは NATOのあらゆる責任を引き受ける｡ 欧州諸国が NATOでよ
り大きな影響力を持てば, NATOは米国が独占的な影響力を持つ機構で
はなくなる
(63)
｣ と述べて, 同盟において欧州諸国が積極的な役割を担う, い
わゆる ｢NATOの欧州化｣ に向けての強い意志を表していた｡ 以上のよ
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(61) ESDPは, 1999年６月のケルン欧州理事会において, 欧州共通の安全
保障防衛政策を形成することを目的として設置が決定された｡ これは欧州
が紛争の条件・状況によっては米国に依存せず, 独自に軍事オペレーショ
ンを行うことを目指すものであり, 2003年３月, マケドニアで実施された
｢コンコルディア｣ 作戦が, 最初の軍事オペレーションとなった｡ その後,
2009年のリスボン条約の発効に伴い, ESDP は共通安全保障防衛政策
(CSDP) と改称した｡
(62) de la 	
et nationale : Le Livre Blanc,
2008,
archives.livreblancdefenseetsecurite.gouv.fr / IMG/pdf / livre_blanc_tome1_
partie1.pdf.
(63) www.elysee.fr / president / les-dossiers /defense /europe-de-la-defense /
europe-de-la-defense.6637.html.
うに, ESDPと ｢NATOの欧州化｣ を ｢相互補完的｣ に推進することは,
サルコジの政権就任以来の構想であったと言える｡
こうしたサルコジの方針が明確に示されたのが, 2011年８月31日にリ
ビア介入を巡って, カダフィ政権が事実上崩壊したことを受けて行った以
下の演説である｡
｢リビアにおける介入から導き出さなくてはならない教訓として, フラ
ンスの NATO統合軍事機構復帰の決定がなされた際に耳にしたことを想
起したい｡ フランスは自立性を失い, 第三世界におけるイメージが失墜す
るといった率直な懸念があったことを私は理解している｡ 試練を経て現実
を直視した時, 本当にフランスはリビアにおいて自立性を喪失したであろ
うか｡ アフリカやアラブ地域においてフランスのイメージは損なわれたで
あろうか (中略) これ [介入] を主導したのはどこの国であったのか｡ そ
れは決然と対峙した欧州の二つの国, 英国とフランスであった｡ 過去に欧
州が負うべき試練を米国の友人たちが果たしたボスニアにおける事態と比
べた場合, 欧州が NATO統合軍事機構でより大きな影響力を持つことを
望んでいる人々は, リビアで仏英両国が NATOを主導していることを喜
んでいるだろう｣
｢強固な軍事力や有効な産業, 技術政策がなければ, 欧州の名に値する
防衛体制は構築できない｡ だがフランスと英国だけで, 防衛費の半分と防
衛研究費の３分の２を占めている｡ 現実には仏英二ヵ国のみが GDPの２
％に防衛費が達している｡ 単なる言葉だけでなく, 政治を実行する手段が
なければ欧州は存在できない｡ 欧州には自らが定めた高い目標を成し遂げ
るための多くの課題がある｡ フランスは全てを引き受ける覚悟を持ってい
る
(64)
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この演説からは, サルコジが仏英主導の軍事作戦を評価しつつも, 依然
として欧州には多くの課題があることを強く認識していたことや, リビア
における軍事介入が ESDP (CSDP) と ｢NATOの欧州化｣ を ｢相互補完
的｣ に強化することで, 包括的に欧州安全保障防衛体制の強化を目指すと
いう構想に基づく動きであったことが理解できる｡
以上のように, サルコジがリビア介入を主導した理由として, 人道的な
側面以外には, 翌年の大統領選挙を想定していたことなど, ある種 ｢一時
的｣ な目的が確認できるが, 他方で, 政権発足以来の方針として, 中長期
的な観点から企図されたのが欧州安全保障防衛体制の強化であった｡ これ
ら欧州の防衛体制強化を目論むサルコジの姿勢からは, 同じく ｢欧州の自
立｣ を重視した伝統的なドゴール外交との類似性も認められよう｡
(2) コートジボワール介入の理由
本節では, サルコジがコートジボワールに軍事介入した理由について検
討する｡ 二つの介入は同時期に進められたことから, チュニジアやエジプ
トにおける対応の反省を踏まえていたことや, 翌年の大統領選挙を見据え
ていたことなどは, 前節で見たリビア介入と共通する理由と考えることが
できる｡
また, コートジボワールのケースにおいても安保理決議に基づく ｢保護
する責任｣ の論理が掲げられていたことから, 人道的な介入という側面も
共通していると言える｡ サルコジは, ｢これは名誉なことだが, フランス
は二つの決定的な機会にイニシアチブを発揮し, 進むべき道を示した｡ ま
ずコートジボワールで, 任期満了の大統領がアフリカ連合や国連によって
有効であると認められた投票結果を拒絶し, アビジャンで重火器を使用す
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(64) http://www.rpfrance-otan.org/Conference-des-Ambassadeurs (2011年12
月27日アクセス)
るといった恐怖と虐殺によって政権を維持しようとした時であり, 次にリ
ビアで, 自由を求めるベンガジの市民が, カダフィ独裁政権側の大砲や戦
車, 戦闘機によって圧殺され, 流血の惨事に襲われる危機に陥った時であっ
た｡ その際のフランスの選択は, 政治的, 倫理的に正当なものであった
(65)
｣
と述べて, 人道的な側面における成果を誇っている｡
さて, 以上のような, リビアと共通する理由を踏まえて, コートジボワー
ル介入における特質について論じていきたい｡ その際, 最も重要なのが,
歴史的な関係に基づくフランスの権益の保護という側面である｡
フランスの旧植民地であるコートジボワールには, 1960年の独立以後
もフランス国民が多く居住し, 政治や経済, 文化など多方面にわたって密
接な関係を維持してきた｡ こうした歴史的な経緯もあり, コートジボワー
ル介入について, フランスの国内世論は概ね賛同する姿勢を見せており,
｢たとえ, サルコジ以外の大統領であったとしても軍事介入したであろう｣
といった見方も出された
(66)
｡ 実際, シラク前政権も2002年にコートジボワー
ルで内戦が起きた際には軍事介入している｡
フランス国際関係研究所 (IFRI) のフリップ・デファルジュ (Philippe
Defarges) は, ｢リビアとコートジボワールにおける軍事介入を一括りに
するべきではない｣ として, ｢リビアは理想主義的な軍事介入であるのに
対して, コートジボワールは具体的な権益が関わる現実主義的な軍事介入
である｣ と分析している
(67)
｡ デファルジュの分析は, リビア介入が ｢理想主
義｣ としての人道的側面が強いのに対して, コートジボワール介入は,
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アクセス)
｢現実主義｣ としての伝統的なフランスの権益を保護するという, より具
体的な国益が絡む動きであることを強調したものであった｡ フランスの政
治学者ニコル・バシャロン (Nicole Bacharon) も, ｢リビア介入は倫理的
かつ, 人権の問題｣ であるが, ｢コートジボワール介入はそれとは異なり,
伝統的なアフリカに対する介入である｣ と述べて, 二つの軍事介入がなさ
れた背景の相違を論じている
(68)
｡
もちろん, 本稿で検討したように, リビアにおいても人道的な理由以外
の目的があり, 同じように, コートジボワール介入も ｢保護する責任｣ に
基づく軍事作戦であることからしても, フランスの権益のみに基づくと解
することはできない｡ しかし, その一方で, 旧植民地という歴史的な関係
から, 多くのフランス人が居住し, フランスの企業が立地している ｢勢力
圏
(69)
｣ とも称されるコートジボワールにおいては, リビア以上の具体的な権
益があったのも事実であろう｡
2011年４月の時点で, コートジボワールに在住するフランス人はおよ
そ12200人で, そのうち11800人がアビジャンに居住していた
(70)
｡ またコー
トジボワールに対する外国からの投資の50パーセントが, フランス企業
によるものであった｡ こうしたフランスとコートジボワールの関係につい
て, 『オールアフリカ』 紙は ｢リビアとは異なり, パリはコートジボワー
ルにおいて, 膨大な政治的および経済的権益を持っている｣ と論じている
(71)
｡
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(68) National Public Radio, April 9, 2011. (2012年11月２日アクセス)
(69) 佐藤章は, コートジボワール, ガボン, セネガル, チャド, ジブチの
５カ国をアフリカにおける特に関係が密接な国として挙げ, カメルーンな
どその他の15カ国と合わせた20カ国をフランスの影響力が強い ｢勢力圏｣
と位置づけている｡ 佐藤章 ｢フランスの軍事政策とアフリカの紛争｣ 川端
正久 (他) 『紛争解決：アフリカの経験と展望』 ミネルヴァ書房, 2010年,
119頁｡
(70) Le Figaro, Avril 3, 2011. (2011年４月５日アクセス)
国際政治学者のドミニック・モイジ (Dominique ) は, ｢リビアに
介入した後で, コートジボワールに対して何もしないということは考えら
れなかった｣ との見解を示している
(72)
｡ こうした観点から, 『フィナンシャ
ル・タイムズ』 紙は, コートジボワール介入を巡って, ｢サルコジは自ら
が歴史の囚人であることを知っただろう｡ 既得権益とそうした関係性が政
策を規定するのである｣ と分析している
(73)
｡
また, 同じく歴史的な観点から, フランスにとってアフリカが外交政策
上, 重要な基盤であった点も指摘できる｡ 佐藤は, ｢フランスがアフリカ
に対して積極的な軍事関与を行い, 『勢力圏』 の維持を図るという方針を
支えたのは, 『偉大さ』 の追求という大局的な外交方針であった｣ と分析
している
(74)
｡ 山田文比古は, ｢フランスは, 脱植民地化の過程で, あらゆる
手段を使ってアフリカを自己の勢力下に留めようとした｡ その結果, アフ
リカは今もフランス外交の大きな柱の一つとして重要な位置を占めている｣
として, アフリカはフランスにとって, 欧州に次ぐ ｢第二の足場｣ とも言
うべき地域であると述べている
(75)
｡
片岡は, ｢フランスは, 対アフリカ政策及びアフリカ諸国との関係を常
に自国のパワー外交の重要な道具であると考え続けてきた｣ と指摘した上
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(71) Allafrica, April 5, 2011. (2012年11月１日アクセス)
(72) National Broadcasting Company News, April 5, 2011. (2012年７月27日
アクセス)
(73) The Financial Times, April 8, 2011. (2012年11月２日アクセス)｡ ジャー
ナリストのピエール・アスキ (Pierre Haski) は, コートジボワール介入
を受けて, ｢サルコジ政権下においても, 経済的権益と政治的なご都合主
義といったフランスのアフリカ政策が続いている｣ と述べている｡ The
Guardian, April 12, 2011. (2012年10月31日アクセス)
(74) 佐藤 ｢フランスの軍事政策とアフリカの紛争｣, 137頁｡
(75) 山田文比古 『フランスの外交力―自主独立の伝統と戦略』 集英社新書,
2005年, 117頁｡
で
(76)
, ｢ドゴールは, このアフリカの領土はフランスの偉大さの正当性の礎
として使われ, 守られ, 維持されるべき, 戦略的に且つイデオロギー的な
重要な要素となるであろうと考えたのである｣ との分析を示している
(77)
｡ こ
のように ｢勢力圏｣ としてのアフリカは, 伝統的にフランスにとって国際
政治における ｢偉大さ｣ をアピールする上でも重要な地域であり, サルコ
ジがコートジボワールにおける軍事介入を主導した今日でも, 引き続きド
ゴール外交の ｢遺産｣ がそうした構造に影響を与えていると言えよう｡
こうした背景から, コートジボワール介入に対する批判も歴史的な関係
に基づいたものとなっている｡ 歴史学者のアチーユ・ムベンベ (Achille
) は, 今回の介入を批判した上で, フランスが依然としてガボン
(Gabon), カメルーン (Cameroon), コンゴ (Congo), チャド (Chad),
トーゴ (Togo) といったアフリカの独裁国家を支援し続けていることを
挙げて, これらの動きを ｢フランサフリック (	
) の継続｣,
｢植民地支配終結以来の相互腐敗のシステム｣ と論じている
(78)
｡ アスキも,
コートジボワールにおける介入が ｢国家の政治体制を変えることを意図し
たフランスによる力の行使, 旧植民地に対するフランスの介入の記憶を呼
び起こすもの｣ であるとして, 否定的な見解を示している
(79)
｡
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(76) 片岡貞治 ｢アフリカ紛争予防：フランスの視点 (仏の対アフリカ政策
から)｣ 平成12年度自主研究 『現代アフリカの紛争問題及び紛争解決の模
索』 日本国際問題研究所, 2000年, 54頁｡
(77) 片岡 ｢アフリカ紛争予防｣, 56頁｡
(78) The New York Times, April 17, 2011. (2012年７月18日アクセス)
(79) Guardian, April 12, 2011. (2012年８月14日アクセス)｡ アフリカ問題
の専門家であるローランド・マーシャル (Roland Marchal) は, ｢これは
[コートジボワール介入は] アフリカ諸国に非常に悪く受け止められるだ
ろう｡ 多くのアフリカ人は, フランスが再び自らの権益に関心を持ったと
見なすだろう｡ このような暴力的な手法では何も解決しない｣ と今回の介
入を批判している｡ Reuters, April 12, 2011. (2012年11月５日アクセス)
さて, それでは本節の最後に, こうした批判に対するサルコジの発言を
見ていきたい｡ サルコジは, ｢フランスは必然的に批判された｡ これは歴
史の代償と言えるものだ｡ 『新植民地主義』 と非難されるリスクがあった
ものの, フランスは強力に関与した｡ 私はバグボ政権を擁護するすべての
人々について考える｡ コートジボワールでは, フランスは十分迅速に行動
しなかったが, その結果, 『新植民地主義』 と批判されると同時に無関心
であると咎められもした｡ だが, 少し時間が経過した後, フランスが自ら
の明確な政治的原則に基づいて, 最も献身的に関与した国であったと認め
られることを私は願っている｣ と述べている
(80)
｡ 以上のように, サルコジは
｢新植民地主義｣ といった批判があることを想定した上で, フランスの軍
事介入には ｢歴史的｣ な意義があると認識していたと言えよう｡
お わ り に
本稿では, 第５共和政下のフランスにおいて, ｢例外的｣ に同時期の軍
事作戦となったリビアとコートジボワール介入について検討した｡ リビア
介入では, 欧州安全保障防衛体制の強化, コートジボワール介入において
は, フランスとコートジボワールの歴史的な関係に焦点を当てて検討した｡
こうした軍事的な展開からは, フランス外交における多面的な特徴と共に,
サルコジの安全保障政策が伝統的なフランスの国益概念の影響を受けてい
ること, 換言すれば, そうした伝統の多くを ｢遺産｣ として継承している
ことが理解できた｡
また, 二つの軍事介入は ｢保護する責任｣ の論理に基づき展開したが,
本稿で検討したように, いずれの介入も早い段階で ｢レジーム・チェンジ｣
が想定されていたことが認められた｡ ｢必要なあらゆる措置｣ を取る権限
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の延長線上に ｢レジーム・チェンジ｣ がなされた軍事介入については, 混
乱状態にあった国内秩序を一定のレベルで回復させたという観点から評価
することができる一方で, こうした軍事力が前面に出る形での ｢レジーム・
チェンジ｣ は国連から付与された権限, つまりは ｢保護する責任｣ という
目的を逸脱した行為であったのではないか, と否定的に捉えることもでき
る｡ ｢内政不干渉｣ を重要な規範とする主権国家システムにおける人道的
介入の位置づけや, 介入した場合の適切な軍事力行使のレベル, さらには
本稿で検討したような, 介入側に人道的な理由以外の目的があるという側
面をどのように理解するか, といった問題については今後も引き続き慎重
な議論が必要となろう｡
以上のように, サルコジ政権における二つの軍事介入からは, 伝統的な
フランス外交の特徴が認められると共に, 国際安全保障の観点から, ｢保
護する責任｣ と ｢レジーム・チェンジ｣ との関係を巡って重要な課題が明
示された｡ 本稿で指示したこれら問題関心については, 稿を改めて論じた
い｡
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Military intervention in the Sarkozy regime
―A Case Study : Libya and Cote d’Ivoire
Kentarou YAMAMOTO
Introduction
1 Military intervention in Libya
(1) Responsibility to Protect and military intervention
(2) Deployment of military operations
2 Military intervention in Cote d’Ivoire
(1) Post-election turmoil and Military intervention
(2) Deployment of military operations
3 Military intervention and historical significance
(1) Reason for Libya intervention
(2) Reason for Cote d’Ivoire intervention
Conclusion
